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序章
　第 1節　研究の背景
　日本の自動車メーカーを取り巻く経営環境は極めて厳しい状況にある。国内市場、海外
市場ともに厳しい状況が続いている。このような苦境を乗り越えて成長を続けていくため
に企業は戦略的経営を求められている。戦略的経営を行うためには持続的競争優位を築き
あげ、それを活用していくことが必要不可欠である。
　では自動車メーカーにとってこの持続的競争優位の源泉は何であるのか。そしてそれを
手に入れるためにとるべき戦略、それを活用して更なる成長を遂げるための戦略とはどの
ようなものか。我々はこのような疑問を抱き、このような研究を行うことにした。
　第 2節　研究の目的とその意義
　持続的競争優位の源泉について述べられた研究は数多く存在する。しかし、自動車メー
カーという特定の業界に対して行われ、かつこの業界における持続的競争優位の源泉を具
体的に記した研究は我々が調査した限りでは存在しなかった。したがってこの研究を行う
意義はあると我々は考える。
　第 3節　自動車産業の特質
　持続的競争優位の源泉を探るにあたって、自動車産業としての特質について述べておか
なければならない。自動車産業の特質は、一言でいえば「投資に始まって投資に終わる産
業」1）である。活動サイクルは資本投資に始まり、生産・販売・回収を経て、活動成果を
配分し、資金を調達して再投資へと、活動サイクルは続けて回転していく。自動車メーカ
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ーは新製品や新技術の開発を早いサイクルで行う必要がある。さらにそれを商品化する上
で必要な設備を確保するためには投資を絶えず行う必要がある。
　第 4節　経営戦略と競争優位
　第 1項　2つのアプローチ
　企業がとる経営戦略に対するアプローチには大きく 2つのアプローチの仕方がある。1
つは業界構造と企業の競争優位との係わりを中核としたポジショニング理論の考え方であ
り、もう 1つは企業が保有する経営資源と企業の競争優位との係わりを中核としたリソー
ス・ベースド・ビューの考え方である。これら 2つのアプローチについて、楠木（2010）
は前者を「SPの戦略論（SP：Strategic Positioning）」2）（以下 SP戦略）、後者を「OCの戦
略論（OC：Organizational Capacity）」3）（以下 OC戦略）とし、以下のように述べている。
SP戦略は企業を取り巻く外的な要因（その際たるものが業界の競争構造）を重視するも
ので、競争優位の源泉を企業を取り巻く外的なコンテクストに求めるものである。それに
対し OC戦略は企業の内部にあるコンテクストを重視し、企業の内的な要因に競争優位の
源泉を求めるものである（楠木［2010］）。
　これを図にすると図 1となる。このように企業は外的要因によって策定される SP戦略
と内部要因によって策定される OC戦略によって競争優位の源泉を確立させ、それらを活
用してさらに競争を進めるというサイクルを回している。
　第 2項　競争優位の源泉の定義
SP戦略
獲得、蓄積
利用 獲得、蓄積
図 1　戦略と競争優位の源泉の関係性
（出所：著者作成）
経営資源の束
＝競争優位の源泉
OC戦略
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　第 3節と第 4節第 1項により我々は自動車産業における競争優位の源泉を次のように定
義する。
　企業における競争優位の源泉とは、企業がこれらを活用することによって持続的競争優
位を築くことが可能となる経営資源の束のことを指す。これらは外的要因によって策定さ
れる戦略と内部要因によって策定される戦略によって獲得できるものであり、企業の中に
蓄積することができる。特に、自動車産業における競争優位の源泉は最終的には新技術・
新製品の開発、商品化を支えるものである。我々はこのように競争優位の源泉を定義し、
これより先はこの定義に従って論説を進めていきたい。
　第 5節　研究方針
　第 1項　研究方法
　競争優位とは、競争相手よりも顧客に価値をうまく提供する仕組みのことである。これ
を確立している企業ほど、経営成果（成長性・収益性）が高い。翻せば、経営成果が低い
企業は競争優位の確立ができていないということになる。我々は企業が V字回復を果た
す前の状態（以下 Aa）と V字回復を果たした後の状態（以下 AA）を比べることによっ
て、AAにはあるが Aaにはない経営資源を見出し、それらを競争優位の源泉と判断する
こととする。この際の判断指標は当期純利益とする。
　第 2項　調査対象とした年代と企業
　我々は外的環境要因を揃えた方が企業間の比較がしやすくなると判断し、調査の対象と
する年代を揃えた。具体的な説明は次章に譲るが、V字回復を果たした企業、苦しいなが
らも業績を維持できた企業の双方が存在した 1990年代から 2000年代とする。
　取り扱う企業は日産自動車（以下日産）、マツダとする。図 2より日産とマツダが V字
回復を果たした企業であることがわかり、比較を行う。
第 1章　日産・マツダの凋落原因
　トヨタ、ホンダと異なり 1990年代にシェアを落とした日産、マツダがとった戦略につ
いて比較していく。バブルで各社は業績を伸ばしていたが、1990年代初頭にバブル崩壊
期に国内需要が落ち込み、かつ 1985年のプラザ合意以降の円高が加速したことで、日本
の自動車メーカーは苦境に立たされていた。しかし、日産とマツダの業績が大幅に悪化し
たのと対照的に、トヨタとホンダは業績を回復させている。
　トヨタ、ホンダを除いて日本の自動車メーカーは、グローバル製品・市場戦略に失敗し
た。同時期に海外進出した日産とマツダは、業績が悪化し、マツダにいたっては 1994年
と 95年に赤字を計上している。
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　日産がとってきた戦略について見ていく。もともと日産は、1980年代初めからマーケ
ティング戦略で劣勢を強いられており、国内市場でのシェアが後退していた。この国内市
場での業績不振を補完することを目的に、日産が力を入れていたのが輸出である。しかし
1985年のプラザ合意が契機となって、86年に日産は企業戦略を大きく見直すことになっ
た。その戦略の 1つが販売力の充実である。もう 1つは、輸出型から現地生産への移行で
ある。
　日産は 1988年から 3ヵ年計画の中期販売増強計画「NIMAX」を作成した。その基本戦
略は、90年度の国内販売を 120万台に乗せることを目指し、当時の販売拠点数の増加や、
営業マンを約 1割増やして 3万人体制の達成を目標とした。NIMAXの計画に対応して、
製品供給面でも 89年度から 1000億円を投資して、供給能力の向上を図った。
　トヨタ、ホンダと日産の違いは、販売をベースに生産体制を整えたのか、生産をベース
に販売体制を整えたのか、ということである。日産の海外戦略の失敗の原因として、「販
売を無視した、生産優先策」がある。日産はいち早く海外での現地生産に乗り出し、さら
には 80年代後半からの 3カ年計画で、極端な海外での生産拡大に突き進んだ。ところが、
販売がそれについて来られなかった。実際の需要以上の生産をすることが出てきてしま
い、余分に生産してしまった製品は安くしないと売れない状況が発生してしまう。このサ
イクルにはまってしまったのがまさに日産であった。
　この問題は、日産のブランドイメージ低下という新たな問題も引き起こした。売れない
から値引きをすると、ブランドイメージを傷つけてしまう。「生産過剰→値引き販売→ブ
ランドイメージの低下→販売不振→生産過剰」という負の連鎖に日産は陥ってしまったの
である。
　次にマツダのとった戦略について見ていく。1988年にマツダはマツダイノベーション
500,000
図 2　日産　マツダ　当期純利益
（日産とマツダの有価証券報告書を基に筆者作成）
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（MI）計画を策定した。これは、1992年に国内販売台数を 80万台と倍増することを目的
に作られた。マツダは日本の自動車メーカーとして輸出依存度最大の企業であったため、
国内販売強化を経営計画の中心に据えた。そこでまず実施されたのが 2チャネルの増設で
あった。
　しかしバブル崩壊期の 1992年から 93年にかけて自動車市場には大きな変化が生じてい
た。1つは、国内販売が大幅に落ち込んでいったこと、もう 1つは、セダン系の国内販売
の落ち込みが激しかった反面、RVのみが大幅に伸長したことである。こうした中、車種
戦略を完全に見誤っていたのがマツダであった。この時期のマツダは、スペシャルティカ
ーに精力を割いていた。
　マーケティング・チャネルを増やし、さまざまな消費者ニーズに対応する多くの車種を
取り揃えることで、国内販売力を強化するはずであった。しかし、ニーズにマッチしない
車種を大量に市場に投入し、かつ RV開発に完全に乗り遅れた。結果的に、チャネル数を
増やしたにもかかわらず、販売台数は低迷し続けた。
　以上のように、マツダはMI計画から国内市場に注力してきたが、そこで消費者ニーズ
に合う製品を市場に投入できなかったマーケティング戦略の失敗、そしてチャネル増設に
伴う莫大なコストが大きな凋落の要因だと考えられる。さらに、日産とマツダはグローバ
ル生産展開をする際に、プラットフォーム当たりの生産台数が少なかった。このことが、
コスト競争力を失い、結果的に世界生産シェア低下につながった。
　日産とマツダの凋落の概要をまとめると、日産は主にグローバル戦略で失敗し、マツダ
は主に国内戦略が原因で業績が悪化した。両社とも市場は違うといえど、その市場にマッ
チしたマーケティング戦略を打てなかった。加えて日産とマツダの凋落のもう 1つの要因
は、プラットフォーム当たりの生産台数が少なかったことである。生産コストが他社に比
べ高かったことが収益力の低下につながり、結果的にコスト競争に勝てなかった。
第 2章　ターンアラウンド状況からの脱却
　前章で述べた原因によって 2社はターンアラウンド状況に陥ることになる。この危機的
状況を脱するため、日産とマツダはそれぞれルノー、フォードとの提携を選択した。我々
は両社の戦略をターンアラウンドのフレームワークに当てはめて分析した。
　『ターンアラウンド・マネジメント』によれば、ターンアラウンド状況から脱し、持続
的な再生を成し遂げるには広い視野に立って「1．直面している危機を管理する。2．ステ
ークホルダーとの関係を再構築する。3．事業を修復する。4．資金問題を解決する」とい
う 4つの大きな目標を達成することが重要であるとされる。また、これら 4つの目標を達
成するために欠かせない要素として「経営危機の安定化、リーダーシップ、ステークホル
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ダーの支援、戦略的フォーカス、組織改革、コア・プロセスの改善、財務リストラ」の 7
つがある（表 1）。
　両社をターンアラウンド・マネジメントのフレームワークに当てはめたのが、表 2およ
び表 3である。
　次に「アライアンスの意義の最大化」について述べる。アライアンスが企業に変化をも
直面している危機を管理する
・経営危機の安定化
・経営危機の安定化リーダーシップ
ステークホルダーとの関係を再構築する
・ステークホルダーの支援
資金問題を解決する
・財務リストラ
事業を修復する
・戦略的フォーカス
・組織改革
・コア・プロセスの改善
（『ターンアラウンド・マネジメント』p. 7）
表 1　企業再生のフレームワーク（主要目標と必須要素）
直面している危機を管理する
・ルノーによる増資
・購買コスト削減
・ゴーン就任、リーダーシップ
ステークホルダーとの関係を再構築する
・明確な目標を発表（NRP）
資金問題を解決する
・負債の一本化
・ノンコア資産売却
・サプライヤー、販路の改善
事業を修復する
・ 事業の再定義、コア事業である自動車
に集中
・ブランド・アイデンティティの確立
・部門横断的組織導入（CFT）
・ チャネル再編、コスト削減（共通プラ
ットフォーム等）
（図 3に基づき筆者作成）
表 2　日産のケース
直面している危機を管理する
・フォードによる増資
・経費削減、資産売却（ウォレス）
・適材適所のリーダーシップ（4人）
ステークホルダーとの関係を再構築する
・ 明確な目標△（具体的な数値の発表な
し）
資金問題を解決する
・保有株式、資産売却
・ リストラ（ミレニアムプラン早期退
職）
・基本プラットフォーム削減
事業を修復する
・グループ内での役割に集中
・ブランド・アイデンティティの確立
・ フォードの意思決定プロセス導入、人
材育成（MBLD）
・ チャネル再編、コスト削減（ABC活
動）、共同開発
（図 3に基づき筆者作成）
表 3　マツダのケース
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たらし、その中でとった戦略が功を奏したのは明らかである。アライアンス後、日産・マ
ツダは第一に応急処置としてリストラクチャリングを行い、財務の健全化を行った。まず
短期的に生き残るためである。当時の両社共通の問題点として強い権限を持つ開発部門が
あった。この開発部門はアライアンス以前には社内で聖域とされ、改革の際にも手をつけ
られなかった。しかし、アライアンスによる経営陣の交代が引き金となり、客観的視点で
会社を見直した際にこの部門にも変革をもたらし、コストを削減したことが企業の再生に
大きな役割を果たしたと言える。またアライアンスにより自社のポジションが明確になっ
たことが考えられる。当時のゴーンの言葉を引用すると「日産が新車開発で遅れをとった
のは、コア・ビジネスに集中していなかったことの結果である」（カルロス・ゴーン
［2001］）。そこで日産はリバイバルプランにおいてノンコア事業である宇宙関連事業を売
却し、コストカットをするだけではなくコア事業の開発費を大幅に拡大させた。部品やプ
ラットフォームの共通化による効率化だけでなく、自社内でも事業ドメインの見直しとい
う「選択と集中」を行うことにより収益性を向上させたのである。マツダはフォードとの
提携関係により、ポートフォリオの埋め合わせという役割が明確になり、自社の経営資源
を小型車とエンジンに集中することになった。いわゆる「選択と集中」である。
　「選択と集中」をすることにより経営の基本である「経営資源の効率的な配分」を取り
戻したことも企業の再生における重要な要素であったといえる。このようにアライアンス
は両社のターンアラウンド状況の脱却に際し大きな役割を果たした。
　各社の戦略をフレームワークに当てはめて分析した結果、コスト面の問題であった「収
益性志向・危機感の欠如」に対しては現状把握と具体的な目標、購買戦略の見直し等によ
る徹底的なコストカットを実行し、品質面の凋落原因であった「ヴィジョン・顧客志向の
製品作りの欠如」「セクショナリズム」に対しては戦略的フォーカス、組織改革、コア・
プロセスの改革を行うことで解決をした。2社の共通点として、短期的な生き残りのため
の応急処置である縮小戦略の成功と「消費者向けブランド戦略」、「アライアンスの意義の
最大化」が挙げられる。両社はアライアンスを機に徹底的なコストカットを行い財務の健
全化を果たしたが、同時に凋落原因のひとつであった「ブランド」を見直すことで「持続
的な再生」への準備を進めていたのである。縮小戦略とブランド戦略により SP戦略と
OC戦略のサイクルが回るようになったといえる。
第 3章　 ターンアラウンド状況を脱した後の日産とマツダの戦略につい
ての分析・比較
　図 3はターンアラウンド後に日産、マツダが行った復帰戦略である。両企業とも「売り
上げの増大」と「コストの削減」を軸として戦略を打ち立てていることがわかる。
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　また売り上げ増大のための具体的な措置として 2社に共通するキーワードは R&Dの強
化（日産はデザインとあるが広義に捉えればこれも R&Dである）、ブランド、海外戦略
である。
　R&Dに関して、日産は新車種の大量投入に伴うだけのブランドへの研究開発が挙げら
れる。新車種の大量投入に関して、この日産 180中に発売された新車種の数はグローバル
で実に 31車種（計画時は 22車種）である。これは日産リバイバルプラン 2年間を通して
投入された 9モデルの約 3倍であり、この新車の大量投入を売上増の鍵にしようとする意
志が見て取れる4）。またマツダは自社の強みがエンジン分野など技術力であると考えた。
もともと技術的に信頼のあったマツダだが、市場の競争激化にともなって、R&Dの方向
性を環境へと向けた。最も高効率でクリーンなエンジンを提供し続けるとともに、ハイブ
リッドエンジンと水素ロータリーエンジンなど、さらに先進的な技術の開発、導入の計画
を目指した。こうした技術力の高さを背景に、16の新車種を投入して商品ラインナップ
の拡充につとめた5）。
　ブランドに関して両社に共通しているのはブランドイメージの確立をはかったことであ
る。一般的にブランドの形成のプロセスは以下のように表せる（Kevin Lane Keller
［2003］）。
（ⅰ）ブランドと顧客とのアイデンティフィケーション、ならびに特定の製品や顧客ニ
ーズに関するブランド連想を促すこと。
（ⅱ）有形、無形のブランド連想を戦略的に扱いながら、顧客の中にブランド・ミーニ
ングを育んでいく。
図 3　両社の復帰戦略
（出所：著者作成）
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（ⅲ）ブランド・アイデンティフィケーションやブランド・ミーニングについて、顧客
の反応をうまく引き出すこと。
（ⅳ）ブランドに対する顧客の反応に基づき、ブランドと顧客との間に強く活発なロイ
ヤルティの関係を築くこと。
　こうしたプロセスのうち、日産 180、マツダモメンタムでは（ⅲ）と（ⅳ）の段階を行
った。
　日産 180は（ⅲ）に重点を置いていたといえる。新車種の大量投入により、必要であっ
たためであろう。日産はブランドポートフォリオ戦略をとっている。顧客にとって全社の
ブランドイメージがより具体的なものになるようにするために車種ごとに細分化したブラ
ンドイメージを開発の段階から付加し、商品と顧客が接点を持った時に植え付けるという
ものである。これを実現するためにブランド開発から製品化までに比較的多く、戦略的に
コミュニケーションコストをかけているからである。ブランド改革にリソースをより多く
割いたうえで日産 180中も継続し、顧客浸透をねらったとみてよいだろう。
　また、マツダはマツダミレニアムプラン中に新しいブランドコンセプト「Zoom─
Zoom」を自社内で規定・浸透させ、そのコンセプトに沿った製品開発・販売を開始した。
具体的には予てよりマツダの強みであった「走り」に注目し、走りの楽しさを前面に押し
出し、「走って楽しい」「スポーティ」の 2つのブランドイメージを規定し、社内に浸透さ
せた（宮本［2004］）。それぞれ前節で述べたケラーのブランド構築プロセスでいうところ
の（ⅰ）と（ⅱ）に該当する。そして、マツダモメンタムにおいて（ⅲ）ブランド・アイ
デンティフィケーションや（ⅳ）ブランド・ミーニングについて、顧客反応をうまく引き
出すこと、ブランドに対する顧客の反応に基づき、ブランドと顧客との間に強く活発なロ
イヤルティの関係を築くことという、次のプロセスに移っていった。R&Dでさらに走り
の質を向上すること、新車種を大量に投入し、顧客との接点を増やすと同時に、接点をも
った顧客に走りの質の高さを実感させた。顧客のマツダに対するブランドイメージを強く
浸透させたのである。そしてそういった接点から得られる顧客の感想をフィードバックす
ることでブランドと顧客との関係性を向上させていった。
　海外戦略に関してみると、2社に共通するファクターはともに集中戦略であったという
ことである。日産の海外展開は北米、欧州、ロシアなど多岐にわたるが、この計画期間中
において販売台数が最も見込める地域に的を絞って新車種の展開や設備投資を行ってい
る。これはバブル期前の海外戦略とは、需要のある地域に資本投下しリターンを得るとい
う点で明らかに異なっているといえる。マツダに関しても同様である。収益性が見込める
欧州、成長性が期待できる新興市場への集中的な設備投資を行っている。
　コストの削減の視点で見てみる。両社ともアライアンスによって得たスケールメリット
を活かした施策であり非常に類似性の高いものであるといえる。ラインナップが増えるこ
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とで、従来なら扱う部品、ラインが増えるため、その分部品調達コストをはじめ、製造コ
ストが増加してしまう。そのため、部品のモジュール化を進めることによって製造コスト
をさげ、さらに日産ならルノー、マツダならフォードとのプラットフォームを共有した
り、共同で研究開発を行ったりすることで製造コストを削減している。
結論
　この比較によって我々が導き出す競争優位の源泉は明確なブランドイメージと、利益パ
フォーマンスである。また、2社ともターンアラウンド状況を脱した後に発表された戦略
において R&Dを重視して成功を遂げているためこれも競争優位の源泉といえよう。
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2）楠木健［2010］『ストーリーとしての競争戦略』東洋経済新報社 p. 113
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5）マツダアニュアルレポート 2004
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